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1　アメリカにおける親子関係の決め方については、たとえば、Brian H. Bix, The Oxford 



































































るようになった。そして、その変遷は、1973年のUniform Parentage Act（UPA 
1973）から UPA（2002）を経て UPA（2017）までの歴史をたどることで理
解することができる 3。


















3　以下の記述は主として、Courtney G. Joslin, Preface to the UPA (2017), 52 Family L. Q. 
437 (2018) による。以下、Preface 頁数という形で引用する。なお、同じ著者の、Courtney G. 
Joslin, Nurturing Parenthood Through the UPA(2017), 127 Yale L.J. F. 589 (2018)も参照（以下、
Nurturing Parenthood として引用する）。
4　2020 年 5 月時点で、統一州法委員会のウェブページ（下記）によれば、UPA（1973）を採択























5　Harry D. Krause, Bringing the Bastard into the Great Society—A Proposed Uniform Act on 
Legitimacy, 44 Tex. L. Rev. 829 (1966). クラウス教授は、次の論文でも婚外子差別の撤廃を強
く主張した。Harry D. Krause, Equal Protection for the Illegitimate, 65 Mich. L. Rev. 477 (1967).
6　彼は 1977 年に家族法のケースブックを出版し、それは 2017 年の第 8版まで続いた。彼の手に
なるFamily Law in a Nutshell も有益な概説書だった。なお参照、
https://www.familylawprogram.com/remembering-harry-krause
https://blogs.illinois.edu/view/7000/682825
7　たとえば、Weber v. Aetna Cas. & Sur. Co., 406 U.S. 164 (1972) ( ルイジアナ州法による労災補
償制度では、死亡した労働者の婚姻内の子どもには補償がなされたが、婚外子には補償しない





























の全体的再検討が必要になった。たとえば、1980 年代末の Baby M 事件は、
代理母が母か、依頼した夫婦の妻が母かという、それまでにないまったく新
たな問題を提起した 10。
8　Weber v. Aetna Cas. & Sur. Co., 406 U.S. 164, 175 (1972).
9　言うまでもないが、その他の州でも婚外子差別の法律は、合衆国憲法の平等保護条項に反する
として違憲とされ効力をもたない。




　UPA の改正案が統一州法委員会で承認されたのは 2000 年である。統一州
法案は、アメリカ弁護士会でも承認されて正式公表されるのが慣例である。
















　UPA（2002）では , holding-out presumption が復活し、第 7編および第 8
編も婚姻関係から中立的な表現になった。そして2003年、ABAはUPA（2002）
を承認した。
　このような経緯で成立した UPA（2002）は、速やかに 11 州で採択され
訟判決－ニュー・ジャージー州ベィビーＭ最高裁判決をめぐって」法学教室 96 号 76 頁（1988）
参照。
11　この経緯については、John J. Sampson, Preface to the Amendments to the Uniform 
Parentage Act (2002), 37 Family Law Quarterly 1-4 (2003) 参照。
12　それでもABAとの協議中に、ごく少数の州ではUPA（2000）を採択したところがある。正
式にこの時期のUPAとして公表されるのはUPA（2002）になるが、それらの州でUPA（2000）




















振り返れば、たとえば、1971 年、Baker v. Nelson という事件で、ミネソタ
州の 2 人の男性が結婚しようと結婚許可書を求めて拒絶され裁判所に訴え
た。ミネソタ州最高裁は、これを簡単に退けた。2 人が同性だからという単
































　だが、4 年後の 2008 年にはカリフォルニア州最高裁が同性婚禁止を州憲
法上違憲と判断する。それに対抗して、Proposition 8 と呼ばれる州憲法改
16　Baker v. Nelson, 191 N.W.2d 185 (Minn. 1971); Baker v. Nelson, 409 U.S. 810 (1972).
17　Baehr v. Lewin, 852 P.2d 44, 74 (Hawaii 1993).  See also, Michael D. Sant'Ambrogio & Sylvia 
A. Law, Baehr v. Lewin and the Long Road to Marriage Equality, 33 U. Hawai'i L. Rev. 705 
(2011).





























19　United States v. Windsor, 570 U.S. 744 (2013).　この判例について、簡単には、樋口範雄「は
じめてのアメリカ法」280 頁（補訂版、有斐閣・2013）。
























  しかし、事実上の親代わり（de facto parentage）の存在や、強姦によって
妊娠した場合の子どもの問題なども取り入れて、全面的な再検討が行われた。
21　2017 年時点において、アメリカの親子関係法が性差別や性的指向（同性愛など）を差別する
要素があるとし、特に LGBT（lesbian, gay, bi-sexual and transgender）の人たちへの保護に
欠けると論じたものとして、Douglas Nejaime, The Nature of Parenthood, 126 Yale L.J. 2260 
(2017).　Nurturing Parenthood, supra note 3 は、この論文に応えるものとして書かれ、UPA
（2017）で、そこで指摘されているほとんどの問題は解決したと主張した。



























23　このような点は、Nurturing Parenthood, supra note 3, at 599-609でより簡潔に説明されている。
24　以下の記述は、Preface, supra note 3, at 444-468 による。
25　UPA（2002）§ 204(a)(1).
























書を発行し、もう 1 人の女性の名前を記入することを拒んだ。連邦最高裁は、2015 年の
Obergefell v. Hodges 判決の趣旨は、同性婚を異性婚と差別しないところにあるとしてこのよ
うな取扱いを違憲とした。
27　Preface, supra note 3, at 446. See, e.g., UPA（1973）§21; UPA（2002）§106.
28　アメリカでは、制定法の解釈は文理解釈であるべきだとする伝統がある。たとえば、In re A.E., 

























　An individual who consents under Section 704 to assisted reproduction 
by a woman with the intent to be a parent of a child conceived by the 
assisted reproduction is a parent of the child.（704 条に従い、ある女性が
生殖補助医療を受けて子どもを産むことに同意し、それによって生まれた子
の親になろうとする「個人」はその子の親となる）31。



































ム自体、「親子関係の認知」（acknowledgment of parentage: AOP）と改称
32　Leslie J. Harris, Voluntary Acknowledgments of Parentage for Same-Sex Couples, 20 










　たとえば、そもそも marital presumption 自体、当初は、婚姻している夫
を遺伝的関係の有無を問わず法律上の父と推定する仕組みだった 33。それが
性中立的な表現になっても、遺伝的な関係にない配偶者を親と推定する規定



































子どもの生後 2 年の間に限定した 36。しかし、親代わりになる人が生後すぐ









　したがって、たとえば 1 歳の子どもがいる女性の家で同居し、その後 8 年
にわたって養育に協力し自分が父であるかのように振る舞ってきた男性は、
























































　さらに、この 613 条では、かつての UPA では取り上げてこなかった課題
も取り上げた。それは、親の数の問題である。UPA（2017）613 条は 2 つの
選択肢を提示し、それぞれの州議会の判断に委ねた 43。
　選択肢 A は、親の数を 2 人として、伝統的な立場を維持する。それに対
41　UPA(2017)§613. ただし、ここに列挙されている事項は、UPA(2002)§608 で遺伝検査を命ず
るか否かで考慮すべき事項と同様である。
42　Nurturing Parenthood, supra note 3, at 605 では、明確に、この規定は遺伝的関係ではなく、
実際にいずれの候補者が子どもとの間に実質的な関係・絆（social bonds）を有しているかを
重視して判断すると述べる。




し、選択肢 B では、それを選択した州の裁判所は、例外的に親が 3 人いる








間 1 万 7000 人から 3 万 2000 人の子どもが、強姦によって妊娠したケー









　この裁判は、子が生まれてから 2 年以内に提起しなければならない 48。さ
44　なお、このように競合的な親候補者が名乗り出て、裁判で争う事例が増加しているという。
Preface, supra note 3, at 460.
45　UPA(2017)§614.
46　この条文挿入の背景については、次の資料参照。Parental Rights and Sexual Assault, Nat’l 

























続の 2 つを必要としていた。だが、残念ながらこの第 8 編は不人気で、採択
したのはユタ州とテキサス州の 2つにとどまった。
　UPA（2017）は、生殖補助医療に関する規定を全面的に見直して、代理
母以外の生殖補助医療を第 7 編、代理母については第 8 編にして規定を拡充
合に､「子どもの最善の利益」のために親として認める例外はあるとする。
49　女性が異議を唱えていない場合で、それが「子どもの最善の利益」にかなうと裁判所が判
断した場合である。逆に、15 歳の男性が 34 歳の女性と関係をもち子どもが生まれたケース（こ
れも制定法上の強姦になる）で、男性に子どもの養育費を命ずる裁判を取り上げて、制定法
上の強姦罪について法的対応の画一性を批判した論文として、Michael J. Higdon, Fatherhood 
by Conscription: Nonconsensual Insemination and the Duty of Child Support, 46 Ga. L. Rev. 
407 (2012).
50　この問題では、古いものだが、樋口範雄「代理母の親子関係」判例タイムズ 747 号『夫婦・






























55　UPA(2017)§§813 (a) and 814 (a)(2).
56　See, e.g., Sara L. Ainsworth, Bearing Children, Bearing Risks: Feminist Leadership for 

































































護義務と社会保障―私的自治と契約の役割」『家庭の法と裁判』27 号 29 頁（2020）。
（24）
UPA（統一親子関係法）とアメリカ家族法
126
う根本原則は合衆国憲法第 14 修正が求めるものであり、憲法に則した州法
（州家族法）を作るということは、UPA（1973）以来の一貫した目標だった。
その発展の中で、婚姻関係も性別も遺伝的関係も、法律上一定の意義は有す
るものの、それだけで、「子どもの最善の利益」を決定するものとはされな
くなった。むしろ事実上子どもとの関係を築き、子どもに親として行動して
いる人に、親としての地位・資格を認めることが､ 子どもの利益だと考える
ようになった。しかし、家族の多様化は、「子ども最善の利益」をどのよう
にして判断するのかという従来から難しかった問題をいっそう難しいものと
している。
　だが、この課題は、アメリカだけの課題ではない。それだけに、UPA（2017）
に表れたさまざまな特色は、わが国での議論にも必要不可欠な材料を提供し
ていると考えられる。
（25）
